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Ⅰ　はじめに

　現在、ハーバード大学教育学大学院（認知・教育学）
の教授であるハワード・ガードナー（Howard Gardner）
が提唱した、人間の知能を多面的な角度からとらえる
多重知能（Multiple Intelligences）理論（以下、MI理
論と記す）が世界的に注目を集めている2）。我が国にお
いても、すでに彼の著書 Intelligence Reframed: Multiple 

Intelligences for 21st Centuryが翻訳され3）、その後も、
心理学、特別支援教育、英語教育、芸術教育等におい
て、MI理論を学校教育に応用することを目的とした
研究が進められている4）。このような先行研究では各
専門分野・各教科内で子どもの多重知能を活用し開発
する実証的な方法が示されているが、各教科の枠組み
を越えた社会実践的な文脈の中で多重知能を開発する
方法については言及されていない。しかし、MI理論の

提唱者であるガードナーが知能を「情報を処理する生
物心理学的な潜在能力であって、ある文化で価値のあ
る問題を解決したり成果を創造したりするような文化
的な場面で活性化されるもの」5）と定義していること
からも分かる通り、人間の多重知能を開発するために
は、各教科の枠組みを越えた実社会の文脈の中で学習
活動を行うことが不可欠となる。
　基本資料とする『小学校での多重知能』は、ハワー
ド・ガードナー監修の下、アメリカ・ニューロシェル
大学で才能開発センターを指揮するスーザン・バウム
博士、ハーバード大学教育大学院のプロジェクト・
ゼロ6）の主席研究員であるジュリー・ビヤンズ（Julie 

Viens）教育学修士、ニューヨークの小学校で校長を務
めるバーバラ・スラティン（Barbara Slatin）教育学博
士らによって共同執筆されたものである7）。
　本書の監修者であるガードナーは、多重知能理論に
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キュラムとの関連を考慮して、真正の問題の学習を組織する具体的な方法について論じる（Ⅲ章）。さら
に、今日的な教育課題である ｢探究的な学習｣ と ｢協同的な学習｣ の2点に焦点を合わせ、多重知能理論
の観点から日本の総合的な学習の時間の理論と実践を充実・発展させる可能性を示す（Ⅳ章）。
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関する実践（カリキュラムや評価など）には、優れた
ものが数多くある一方で、理論の表面的な解釈による
誤解や誤用も非常に多いと述べている8）。その中で、
ガードナーは、本書で示された実践を、「著者らが長
い時間をかけて熟考・省察・実証した思慮深い研究の
成果であり、権威のある、最新の、公正な多重知能理
論の教育的アプローチである」9）と高く評価している。
よって、多重知能理論に基づいた教育方法を検討する
上で、本書を基本資料として扱い、その中で示されて
いる真正の問題の学習を取り上げることは、意義深い
ことであるといえる。
　そこで、本稿では、まず、『小学校での多重知能』の
中で紹介されている「多重知能理論に基づいた真正の
問題の学習」を取り上げ、その方法と教育的意義につ
いて検討する。真正の問題の学習とは、各教科の枠組
みを越えた実社会の文脈で価値をもつ問題を探究的に
解決していく学習であり、これまでの研究では明示さ
れてこなかった多重知能開発のための現実的な方法で
あると考えられるからだ。次に、同じく実社会に即し
た問題解決の過程を重視する日本の総合的な学習の時
間（以下、総合的学習と記す）を取り上げ、その充実
と発展のために真正の問題の学習から得られる示唆に
ついて述べる。

Ⅱ　真正の問題の学習

1．真正の問題の学習の教育的意義
（1）実社会の文脈で多重知能を活用する
　「多重知能理論に基づいた真正の問題の学習（authentic 

problems learning）」（以下、真正の問題の学習と記す）
とは、各専門分野・各教科の枠組みを越えた実社会の
文脈で価値をもつ問題を解決したり、社会的文化的な
成果を創造したりする、探究的・協同的な学習過程で
ある。この学習で扱われる真正の問題とは、子どもた
ちの生活する地域や社会に実在する諸問題であり、そ
の問題を解決することで、子どもたちや地域の人々の
生活が豊かになり発展するような事象を指す。たとえ
ば、子どもたちの住む地域にある池が汚れていること
を真正の問題として扱い、その池を美化し地域の名所
に位置づけるための方法を、学級の仲間や地域の人々
と協力しながら解決していくといった学習過程が考え
られる。
　だが、実社会での問題や文脈を学校教育に応用する
ことは、それほど新しいアイデアではない。周知のよ
うに、J・デューイは、学校における教育活動が現実
的な世界を反映するものでなければならないと主張
した。そして、進歩的な教育に関する彼のビジョン
は、子どもが将来、生活し働くことになる社会の制度
や機関に類似したものであった。それゆえ、デューイ
の実験学校では大人からの有効な援助の下で、子ども

たちは、自然について研究したり、小規模な化学実験
を行ったりするための実験室を設置したのであった。
子どもたちは、作業場で異なる諸現象を研究したり、
様々な学問分野を越えて真正の成果を創り出したりす
るために、自分たちの装置を作り、素材を収集した。
デューイは、これらのプロジェクトを通して、子ども
たちは自分たちが生活する世界と自分自身についてさ
らに深く理解するようになり、正式な学問分野の中心
にある知識や概念、技能に関するリアルな感覚を発達
させ始めるようになると感じていた10）。
　それ以後、現実的な世界における問題や文脈を扱う
問題解決的な学習過程、探究的な学習過程は教育改革
において何度か注目され、実践されてきた。
　このように、実社会に存在する問題を解決したり、
実社会に生きる人々にとって価値のある社会的文化的
な成果を創造したりするためには、探究的な方法で学
習を進めることが求められるが、そのような探究的な
学習を組織する上でMI理論の考え方が重要な示唆を
与える。真正の問題の学習を提案しているバウムら
は、「真正の問題の学習機会は、子どもの多様な知能を
引き出し、子どもの特定の長所を活用する機会を与え
る。そして、子どもが直接の探究者・問題の解決者・
成果の創造者となった時、子どもは現実の世界で効果
を発揮する形で多重知能を活用する」11）と述べている。
つまり、真正の問題の学習で社会に実在する問題を解
決していく過程は、子どもの多重知能を実社会と同様
の方法で活用する機会となり、子どもたちは、その学
習過程の中で自らの多重知能を開発することができる
のだ。
（2）実社会の文脈で知識・理解・技能を活用する
　真正の問題の学習過程で必要となるのは、子どもの
多重知能に関する長所や才能12）、潜在能力だけではな
い。実社会の問題を解決したり、実社会で価値のある
社会文化的な成果を創造したりするためには、学問的
な知識・理解・技能が必要となるからである。真正の
問題の学習を進める中で、子どもたちは「主要な話題
や概念に関する理解を進展させ、本物の文脈における
学問的技能を学習し実践する」13）ことができる。つま
り、子どもたちは、通常のカリキュラムの中で学習し
てきた学問的な知識・理解・技能を、実社会の問題を
解決したり成果を創造したりするために運用し、それ
らを実社会で活用可能な形に変えて習得することがで
きるのだ。（図1）。
　さらに、真正の問題の学習において、子どもたちは、
各分野の専門家と同様の方法を用いて、問題解決に取
り組むことが求められる。それは、実社会の専門分野
に特有の探究方法・材料・方略を用いることを意味す
る。たとえば汚れた川をきれいにすることを真正の問
題とする学習では、生物学者が実際に用いている器具
や方法を使って水質調査を行ったり、建築会社が用い
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ている道具や材料を使って橋を建設したりするといっ
た方法が考えられる。このような真正の方法で進めら
れるワークには、各分野の専門家が直面している課題
が反映されるため、その学習を進める中で、子どもた
ちは実社会で価値のある知識・理解・技能を習得する
ことができるのである。
（3）能動的な学習者としての資質を育てる
　真正の問題の解決策を探究していく過程で、実社会
の文脈で多重知能を活用すると共に、学問的な知識・
理解・技能を活用することで、子どもたちは自分の長
所・才能、カリキュラムにおける各教科の知識が実社
会で価値をもつことを実感するだろう。その結果、子
どもたちは、自分の多重知能に関する長所や才能に関
する自信をもち、各教科の学習に意味を見出すことに
なる。そして、自分が関心を抱く問題を解決するため
に、自らの多重知能に関する長所や才能を高めたり、
新たな学問的な知識・理解を求めたりするようになる
のだ。真正の問題の学習は、このような自己効力感と
自己統制能力を備えた能動的な学習者としての資質や
能力を、子どもの中に養うことができる点でも意義深
いと考えられる15）。

2．真正の問題の学習過程と計画の手順
（1）真正の問題の学習過程
　真正の問題の学習において、子どもたちは、特定の
学問領域を越えて探究的に問題解決学習を進めること
が求められる。しかし、実社会に存在する諸問題には、
明確な定義や決められた解決策がない。そこで、子ど
もたちは、「問題に対するふさわしい解決策を考案す
るために、まず論点（issues）を明確にし、続いて仮説
を立て、データを収集し、アイデアを試みる必要があ
り、その解決策を説明・証明し、評価する（evaluate）」16）

といった学習過程を構築することになる。この学習過
程は、デューイが『思考の方法』（How We Think）で説
明した反省的経験における思考過程の5つの局面を学
習モデルに応用したものであろう。この5つの局面と
は、①問題を明らかにすること、②問題をとりまく諸

条件に注目すること、すなわちすべての重要な諸要因
を確認すること、③問題の可能な解決のための仮説を
立てること、④問題解決のためのさまざまな仮説の確
からしい価値を推論すること、⑤どの考えがその問題
の最善の解決を提供するかを見るために仮説を積極的
に検証することである。
　だが、この思考過程に関連して、以下の点に注目す
る必要がある。それは、デューイが『思考の方法』（1910
年初版）では反省的経験には5つの論理的に明瞭な段
階が存在すると述べていたが、『思考の方法』（1933年
改訂版）ではそれらが削除され、反省的思考の5つの
局面の連続的関連は固定されないとして、固定的な段
階ととらえることを否定する補足説明を加えているこ
とである17）。それゆえ、問題解決的な学習過程は、実
際には直線的に進むのではなく、進んだり戻ったりし
ながら展開するのであり、これらの学習過程の各局面
に沿ってプロジェクトを計画したり、振り返ったりす
る時の観点として利用することが重要であろう。
　また、真正の問題を解決するためには、学級や学年
の仲間や教師、各分野の専門家が協同して学習を進め
なければならない。各学級や各学年は、特定の多重知
能に関する長所や才能を有している者、さらには、カ
リキュラム上の各専門分野及び各教科の知識や技能が
優れている者によって構成されている。そこで、個々
の子どもが自分の才能や得意とする専門分野・教科の
知識・理解・技能を提供し合うことによって、より質
の高い問題解決を行うことができるのである。
（2）学習計画立案の手順
　教師が真正の問題の学習を実行に移すためには、下
記の3つの手順にそって学習計画を立案する必要があ
る。なお、それぞれの手順で留意すべき事項について
は、表2で詳細に記す。また、下記の手順に従って学習
計画を組織する具体的な方法についてはⅢ章で示す。
 ① 真正の問題を特定する。
　�　最初に、真正の問題の学習の単元を通して、子ど
もたちが問題解決に取り組むための真正の問題を特
定する必要がある。この真正の問題は、子どもたち
の生きる現実の社会に実在する問題であると同時
に、学習の結果として導き出された解決策や創造さ
れた社会的・文化的成果が、実際に社会で価値のあ
るものとなることを想定して設定されなければなら
ない。真正の問題を特定する具体的な視点として
は、「学校や地域の現状」、「子どもの興味・関心」、
「教科カリキュラム内で実社会と関係の深い内容」な
どが挙げられる。
 ② 子どもが担う専門的な役割と学習に必要となる子
どもの才能を特定する。子どもにその役割を割り当
て、グループを組織する。
　�　続いて、子どもが担う専門的な役割（professional 

roles）を特定する。この役割は、真正の問題を解決

図1　真正の問題の学習の探究過程 14）
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する過程で必要となる役割を意味し、問題の内容や
性質に従って多様な役割が想定される。また、真正
の問題の学習は、実社会おける問題解決の方法を用
いて行われるため、各役割は実社会に存在する専門
的な職業にならって設定される必要がある。
　�　真正の問題に従って複数の専門的な役割を設定し
たら、学級あるいは学年の子どもたちを、それぞれ
の役割に割り当てる。その際、子どもがもつ多重知
能に関する長所や才能に従って、教師が役割を割り
当てることも、子どもたちが自ら望む役割を割り当
てることもできる。
 �③ カリキュラムの目標や内容と真正の問題の学習で
必要となる各教科の領域・内容を調整する。
　�　最後に、各教科のカリキュラムのどの領域・内容
が、真正の問題の学習の過程で扱われるのかを特定
する。真正の問題の学習では、各教科の知識・理解・

技能が問題解決の過程で活用・習得されるため、真
正の問題の学習過程で、各教科のカリキュラムのど
の領域・内容が学習されるのかを明確にしておく必
要があるのだ。また、真正の問題の学習のための授
業時間は設けられていないため、関連のある教科の
領域や内容に関する学習を行う場合には、該当する
教科の授業時間に学習が行われる。

Ⅲ　真正の問題の学習の実践事例

　本章では、真正の問題の学習の実践例として、『小学
校の教室での多重知能』で紹介されているリンカーン
小学校18）の取り組みを取り上げる。その際、Ⅱ章で示
した真正の問題の学習計画立案の手順に即して実践の
目標・内容・方法を論じると共に、真正の問題の学習
における評価について述べる。なお、リンカーン小学

表2　学習計画立案の手順と留意事項 19）

学習計画立案の手順 留意事項

①真正の問題を特定する。

□問題は今日的なものか。
□問題は明確な解決策をもたないものか。
□問題や論点は、カリキュラムの内容や目標と関連のあるものか。
□問題や論点は、複合的な才能や技能の応用することができるものか。
□問題は生徒の好奇心を喚起するものか。
□問題はプロジェクトにどのようにつながるか。

②�生徒が担う専門的な役割と学習に
必要となる生徒の才能を特定す
る。生徒にその役割を割り当て、
グループを組織する。

□一人一人の生徒の独自の才能は何か。
□問題解決のために必要な才能は何か。
□真正の問題の学習の過程で、生徒たちの才能をどのように活用させるか。
□個々の生徒の才能を問題解決に貢献させるために、どのようにグループを編成するか。

③�カリキュラムの目標や内容と真正
の問題の学習で必要となる領域を
調整する。

□問題を追究する際に、どのような知識・理解・技能が必要となるか。
□�問題の追究に必要な知識・理解・技能が、算数・国語・科学・社会科・芸術のどこに位置
づけられるか。また、探究の目標はカリキュラムのどこに位置づけられるか。
□カリキュラム上の知識・理解・技能を、問題解決の経験にどのように統合するか。
□�真正の問題の学習を通して、カリキュラム上の知識・理解・技能をどのように養うことが
できるか。

表3　リンカーン小学校における真正の問題の学習計画の概要

学習計画立案の手順 詳細

①真正の問題を特定する。 問題：コンピュータ・グラフィックの会社を設立すること。
目的：出版とポスターのためのコンピュータとプロジェクトが必要である。
聴衆：すべての学級と学校職員。

②�生徒が担う専門的な役割と学習に
必要となる生徒の才能を特定す
る。生徒にその役割を割り当て、
グループを組織する。

役割 才能
経営 数学／論理、対人
広告・販売 対人、芸術、創造性、舞台芸術
グラフィック 科学技術、視覚芸術
会計 数学
調査・開発 科学的なデータの収集

③�カリキュラムの目標や内容と真正
の問題の学習で必要となる領域を
調整する。

カリキュラムの領域/活動 ねらいとする概念と技能
コンピュータ技術 グラフィック・デザイン
数学 確率と利潤・利益；データの分析

コミュニケーション コミュニケーション技能：設計、製品の開発、
報告書（調査）の設計

社会科 社会構造が仕事と製品の質をどのように高め
ているか
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校で開発された学習計画の概要については表3に示す。

1．真正の問題を特定する
　リンカーン小学校の第4学年の教師で構成された
チームは、子どもたちが社会科のカリキュラムの中で
学習した「社会構造（social structure）」に関する知識
を活用する機会を設けるために、真正の問題の学習を
開発することを決定した。真正の問題の学習を開発す
るためには、まず、学習の中で取り扱う真正の問題を
特定する必要がある。そこで、このチームは、数回の
職員会議を経て、子どもたちが「会社を運営する」こ
とを真正の問題とすることに決定した。
　会社を運営するという問題を解決する過程では、
「社会構造」に関する既有知識に加えて、同じく社会科
のカリキュラムの中で学習した「中世の単元」や「ア
リの社会」に関する知識を活用する機会を設けること
ができる。さらに、学習の結果として、同じく社会科
のカリキュラムの中にある「労働力の分配」と「権力
と資源の配分」に関する概念を、新たに獲得させるこ
ともできる。つまり、真正の問題の学習を進めていく
中で、子どもたちは、「社会構造」、「中世の単元」、「ア
リの社会」の学習で獲得した知識を活用すると共に、
「労働力の分配」と「権力と資源の配分」の知識を習得
することができるようになるのだ。このように、リン
カーン小学校において、真正の問題は実社会と関係の
深い内容として、社会科のカリキュラムの中から導き
出された。
　学習で扱う真正の問題を決定した後、教師たちは、
第4学年のすべての子どもが集まる会議の中で、「会社
を運営する」ことを真正の問題として扱い、学習を進
めていくことを提案した。この提案を受けた子どもた
ちは、どのような種類の会社を運営していくかを議論
し、最終的に「コンピュータ・グラフィックの会社」
を設立し運営していくことを決定した。

2．専門的な役割を特定し、子どもに割り当てる
　続いて、教師たちは、真正の問題の学習の中で、個々
の子どもが務めることになる役割や、会社が成功を収
めるために必要となる個々の子どもの長所・才能を特
定する援助を行った。そこで、会社の組織や役職につ
いて子どもたちに理解させるために、教師たちは、地
域から女性実業家を招き、彼女が会社を設立した方法
や必要となった資源、顧客の見つけ方などを、子ども
たちに説明してもらった。
　女性実業家からのアドバイスを踏まえ、子どもと教
師は、自分たちの会社を設立する方法についてブレー
ンストーミングを行った。その結果、子どもたちは、
会社を設立し製品を開発するための事業計画・目標・
スケジュールを立案すると共に、会社を運営する上で
必要となる専門的な役職を列挙し、それぞれの役職に

求められる資質・能力に関する規準（criteria）を設定
した。そこで決定された役職は、「経営」、「広告と販
売」、「グラフィックアート」、「会計」、「調査と開発」
の5つである。これついてバウムらは、「これらの役職
は、多くの多重知能と関連している領域であり、子ど
もが長所や興味に関する領域でワークを行う機会を最
大限に提供するだろう」20）と指摘している。
　教師たちは、それぞれの役職に求められる資質や能
力に関する規準に加えて、それぞれの役職の内容に関
する詳細な説明を用意した。その学級や学年の子ども
たちは、その規準や説明から判断した上で、自分の能
力や興味を記入したレジュメを作成し、最もふさわし
いと考えるひとつ以上の役職に申し込みを行った。そ
して、地域の専門家を含んだ教師たちのチームは、子
どもたちの申込書を審査したり、個々の子どもに面接
調査を行ったりすることを通して、子どもたちをそれ
ぞれの役職に割り当てたのである。
　教師たちは、子どもたちに役職を割り当てると同時
に、会社の運営や専門的な役職に関する専門知識・技
能を有する保護者や地域の人材、教師を特定した。そ
れらの人材は、学習の中で子どもと知識を共有するこ
とになる。クリス（Chris）とイベット（Yvette）とい
う2人の子どもは、「広告と販売」に関する役職を引き
受け、コンピュータに関する専門知識・技能を有する
教師の支援を得ながら学習を進めていった。
　この真正の問題の学習の単元は4週間続いた。子ど
もたちはコンピュータ・グラフィックを用いて、メッ
セージカードや文房具、ブックカバーといった製品を
設計・製造した。また、それらの製品を販売するため
に、製品に関する説明と価格を記載したパンフレット
を同時に発行した。製品の販売の過程では、注文を受
けること、製品を製造すること、製品を販売すること
に加えて、顧客満足度調査も行われた。
　クリスは製品の設計と開発に没頭し、優れた生産ラ
インをつくることに力を注いだ。一方、イベットは会
社のマーケティングの計画に顧客への配慮を取り入れ
る工夫を行い、製品を正確に説明することや製品に公
正な価格をつけることに力を注いだ。つまり、この学
習においては、一人一人の子どもが、自分の才能や長
所、興味に即して、会社の運営に貢献する機会が与え
られているのだ。

3．問題の活動をカリキュラムと調整する
　リンカーン小学校では、社会科・国語・算数の授業
時間を運用して、真正の問題の学習に関するワークが
行われた。それに加えて、真正の問題の学習の中で社
会科・国語・算数のカリキュラム上の目標・内容・方
法が扱われ、既有の知識・技能がワークに活用された
り、ワークを行う中で新しい知識・技能が獲得された
りした。そこで、以下に、真正の問題の学習と各教科
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の学習の関連の方法について具体的に述べる。
　まず、社会科と真正の問題の学習の関連について記
す。コンピュータ・グラフィックの会社に必要なワー
クの大部分は、社会科の授業時間内に行われた。毎回
の社会科の授業は株主の打ち合わせから始まり、授業
の終盤には、子どもたちが会社の運営上必要となる決
定を下し、各役職の事業に関する進行報告書を提出す
ることに加えて、翌日からの学習課題を設定して授業
が終了した。こういった一連の過程の中で、子どもた
ちは「労働力の分配」や「権力と資源の配分」といった
社会科のカリキュラム上の知識や概念を習得していっ
たのだ。
　続いて、国語の授業時間の中では、事業計画書やパ
ンフレットの書き方が学習内容として取り上げられ
た。このような会社のプロジェクトに関する学習を進
める中で、子どもたちは第4学年が履修するスペリン
グや単語を習得していったのである。
　最後に、算数の授業時間の中では、第4学年のカリ
キュラムの中から「分数」、「確率」、「お金の計算」の内
容が選び出され、それらの計算がプロジェクトのワー
クの中で活用された。それらの計算はプロジェクトを
進める上で自然と必要となったものであり、子どもた
ちは、これらの計算方法を活用して予算を立てたり、
収入や支出の計算を行ったりした。

4．カリキュラムと関連づけた学習評価
　真正の問題の学習では、各領域のカリキュラムで定
められている知識・理解・技能を、真正の問題の学習
の過程でどれだけ活用・習得しているかに焦点を当て
て評価（assessment）が行われる。コンピュータ・グラ
フィックの会社を運営する学習では、表4で示した通
り、「社会科の概念の応用」、「算数（会計）の技能」、
「コミュニケーション技能」、「コンピュータ技能」の4
項目が、カリキュラムと関連した評価規準として設定
されている21）。
　さらに、カリキュラム上の目標・内容と関連した評価
規準に加えて、「成果（製品）の開発」と「個人的な技
能」という項目も合わせて設定されている。これは、実
社会で価値のある成果を創造することとクラスメイト
や専門家と協同して学習を行うことが、真正の問題の
学習を進めるためには不可欠になることに起因する。
　また、この学習では、評価のための情報を収集する
方法として、「教師による観察」、「学習記録」、「成果
（製品）」、「自己評価と相互評価」の4つが示されてい
る。表4の○印は、それぞれの評価規準に関する情報が
どのように得られたのかを表している。教師は、この
4つの方法を通して得られた学習の情報を基に、各評
価規準について「初心者」、「新興者（emerging）」、「熟
練者」の3段階の基準を設け、最終的な評価を決定す
るのだ。

表4　グラフィック・デザイン会社のデータ収集のマトリックス
記録の方法

学習目標 教師による観察 学習記録 成果（製品） 自己評価・相互評価
社会科の概念の応用
　労働力の分配 ○ ○ ○
　権力と資源の配分 ○ ○
　意思決定の共有 ○ ○ ○
算数（会計）の技能
　分数の計算 ○ ○
　確率の計算 ○ ○
　収入と支出の計算 ○ ○
コミュニケーション技能
　広告の文章（創造性） ○ ○ ○
　視覚的な広告
　技術・方法
　�（製品の文章や広告の中の文法・ 
句読法・スペリング）

○ ○ ○

コンピュータ技能
　グラフィック・デザイン ○ ○
　キーボード入力・ワープロ処理 ○ ○
　スペルチェックの使用 ○ ○
成果（製品）の開発
　方法と道具の利用 ○ ○ ○ ○
　美的感覚 ○ ○ ○
　共同制作（collaboration） ○ ○
個人的な技能
　リーダーシップ ○ ○
　協力（協調性）（cooperation） ○ ○
　創造性 ○ ○
　問題解決 ○ ○ ○



― 53 ―

多重知能理論に基づいた真正の問題の学習に関する研究

Ⅳ　総合的学習への示唆

　総合的学習は平成10年の学習指導要領において創設
され、2年間の移行期を経て平成14年度から全面実施
された。しかし、全面実施される前から、学力低下の
問題がとりざたされ非難された。そして、平成15年12
月には学習指導要領の一部が改正され、各教科、道徳、
特別活動で身に付けた知識や技能等を関連付け、学習
や生活に活かし総合的に働くようにすること、各学校
において総合的学習の目標及び内容を定めるとともに
この時間の全体計画を作成する必要があること、教師
が適切な指導を行うとともに学校内外の教育資源の積
極的な活用などを工夫する必要があることが学習指導
要領で明確に位置づけられた22）。
　その後、総合的学習への批判は少しトーンダウンし
たものの、教育改革の重点は基礎的・基本的な知識の
習得、思考力・判断力・表現力の育成、学習意欲の向上
や学習習慣の確立等へとシフトし、今日に至るまで、
総合的学習は、理念として賛同を得られてはいるが、
多くの学校において実践的に大きな成果を達成してい
るとは言い難い。それは、平成20年1月の中央教育審
議会の答申において、総合的学習の課題として「総合
的な学習の時間の実施状況を見ると、大きな成果を上
げている学校がある一方、当初の趣旨・理念が必ずし
も十分に達成されていない状況も見られる。また、小
学校と中学校とで同様の学習活動を行うなど、学校種
間の取り組みの重複も見られる。こうした状況を改善
するため、総合的な学習の時間のねらいを明確化する
とともに、子どもたちに育てたい力（身に付けさせた
い力）や学習活動の示し方について検討する必要があ
る」23）と指摘されていることからも明らかである。
　このような課題を克服するために改善の基本方針が
示され、今回の学習指導要領の改訂において改善の具
体的事項が整理され明示された24）。また、総合的学習
が学習指導要領の中で一つの章となり、解説書も作成
された。この解説書は、総合的学習を主要な研究領域
とする研究者と実践家が共同で執筆したものであり、
今後、各学校において総合的学習のカリキュラムや授
業実践を改善する上での指針となり、参考となること
を意図されている。それゆえ、ここで考察の対象とす
ることは妥当であろう。
　この解説書では、総合的学習の学習指導の要点とし
て「学習過程を探究的にすること」、「他者と協同的に
取り組むこと」25）を取り上げ解説している。この2点
は、本稿でこれまで検討してきた真正の問題の学習過
程においても強調されている点である。以下、この2
点に焦点を合わせ、今後の日本における総合的学習の
理論と実践の充実・発展のために得られる示唆につい
て述べる。

1．探究的な学習
　真正の問題の学習では、「（1）問題を特定する、（2）
論点を明確にする、（3）学習目標・計画を設定する、
（4）専門的な役割を特定・分担する、（5）仮説を立て
る、（6）データ・情報を収集する、（7）実験・試験を行
う、（8）分析する、（9）結論を出す、（10）プレゼンテー
ションを行う、（11）評価する（evaluate）」26）という過
程で探究的な学習が進められる。一方、総合的学習の
探究的な学習過程は、「（1）課題の設定、（2）情報の収
集、（3）整理・分析、（4）まとめ・表現」の連続的なプ
ロセスが展開される27）。両者を比較すると、真正の問
題の学習における（1）（2）（3）が総合的学習の「課題
の設定」、（5）（6）（7）が「情報の収集」28）、（8）が「整
理・分析」、（9）（10）（11）が「まとめ・表現」にあた
ると考えられる。真正の問題の学習の方がより詳細に
探究過程が示されているものの、「（4）専門的な役割を
特定・分担する」といった真正の問題の学習独自の展
開を除けば、ほぼ同一の過程を意図していることが分
かる29）。
　しかし、真正の問題の学習の「（4）専門的な役割を特
定・分担する」場面で用いられているような、子ども
の長所や才能に基づいて学習を組織するという局面が
総合的学習の探究過程には組み込まれていない。確か
にこれまでも総合的学習の実践において子どもの興味
や関心、個性を尊重してきたのは事実であるが、それ
は学問的な研究成果に裏付けられたものではなく、子
どもの興味や関心に振り回されるか、もしくは迎合し
てしまい、結局、実践において活動主義や体験主義に
陥ると批判されてきた。
　真正の問題の学習過程に「（4）専門的な役割を特定・
分担する」場面が設定されている背景にはMI理論と
いう学問的な根拠がある。先述したようにガードナー
は、知能を「情報を処理する生物心理学的な潜在能力
であって、ある文化で価値のある問題を解決したり成
果を創造したりするような、文化的な場面で活性化さ
れるもの」30）と定義している。さらに、モランらは、
「人間の潜在能力は、個人が有している知能のスペク
トラム（集合体）に従って定義される」31）とした上で、
真正の問題の学習機会は子どもの多様な知能のスペク
トラムを引き出し、その長所を活用させることができ
ると述べている。つまり、多重知能が実社会や実生活
の中で情報を処理したり、問題を解決したり、成果を
創造したりする場面で活用されるものである以上、真
正の問題の学習や総合的学習において、実社会の問題
を解決することを試みる学習においては、子どもたち
の多重知能の活用が不可欠となるのである。
　そこで、総合的学習においても、一人一人の子ども
の多重知能に関する長所や才能を活用させることがで
きるような探究的な学習過程を組織することによっ
て、個人の長所や才能を活かした高度かつ専門的な問
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題解決や社会文化的な成果の創造がなされ、学習全体
の質が向上すると考えられる。たとえば、川の学習を
行う場面で、学級全員の子どもが同一の方法・展開で
調査を行うといった方法ではなく、博物学的知能が発
達している子どもたちが水質調査を行うと同時に、言
語・語学的知能が発達している子どもたちが文献によ
る調査を行ったり、視覚・空間的知能が発達している
子どもたちが地形図に基づいた調査を行ったりし、そ
れぞれの調査結果を集積して総合的に分析を行うと
いった方法をとることが可能である。
　上述したような、子どもの多重知能に関する特質に
基づいて総合的学習を構成するためには、次のような
点に留意し学習計画を立案する必要があるだろう。ま
ず、真正の問題の学習計画を立案する際の留意事項と
して挙げられている「問題は複合的な才能や技能を必
要とするものか」「真正の問題の経験を設定する際、生
徒たちの才能をどのように活用させるか」といった視
点（表2）を吟味すること、また、その前提として、学
級や学年の子ども一人一人の多重知能に関する長所や
才能を、普段の学習活動の様子の観察から明らかにし
ておくことである32）。

2．協同的な学習
　上述した通り、真正の問題の学習過程には「（4）専
門的な役割を特定・分担する」場面があり、問題を解
決したり成果を創造したりするために、一人の子ども
あるいは数名の子どもからなるグループが、それぞれ
の多重知能に関する長所や才能に基づいて専門的な役
割を担う。そして、各個人・各グループが、それぞれ
の多重知能に関する特質を発揮して明らかにした問題
の解決策や創造した成果が、学習の過程や最終的な場
面で結集され統合されることになるのだ。つまり、真
正の問題の学習過程においては、学級あるいは学年全
体で問題を解決したり成果を創造したりするための手
段として、協同的な学習が位置つけられているのであ
る。さらに、バウムらが、「真正の問題の学習過程の中
で、生徒たちは、クラスメイトとの真に協力的な関係
を築く」33）と述べていることから、協同的な学習が学
級や学年の連帯意識を高める機能を果たしていること
も同時に指摘できる。
　また、バウムらは「協力してワークを行うために、
多様で相補的（complementary）な長所をもつ生徒たち
の関係性を必要とする真正の問題を用いることは、教
室の中で多重知能を最大限に活用させる一つの方法で
ある」34）と、MI理論の観点からも協同的な学習の教育
的意義を述べている。このことから、真正の問題の学
習を行うためには、個々の子どもの多様な多重知能の
特質を発揮させることと、その特質をもつ子ども同士
の相互作用が必要となることが分かる。では、真正の
問題の学習には、どうして個々の子どもに多様な多重

知能の特質を発揮させることが必要であると共に、そ
れに基づいた相互作用が必要なのだろうか。
　多重知能による社会的・文化的な貢献の重要性を説
くシーナ・モラン（Seana Moran）は、「知能とは、本
質的に、個人の所有物であったり個人内で帰結したり
するものではなく、文化の目的を達成するための道具
であり、人や文化の交流を促進する手段である」35）と
述べている。その前提に立った上で、モランは知能の
相互作用（interaction）に着目し、「個人や文化の中で、
あるいは、個人や文化の間で起こる多くの知能の相互
作用は、文化の発展に貢献する」36）としている。すな
わち、個人の多重知能は他者との相互作用的な交流を
促進するとともに、そのような相互作用の結果明らか
になった解決策や創造された成果は、文化の発展に貢
献する質の高いものとなるのだ。
　さらに、モランは「知能をより高いものにしたり、
人々がもつ文化内における知能のあらゆる側面をよ
り強いものにしたりすることはそれらの間で行われ
る相互作用の方法に起因する」37）とした上で、「触媒
（catalysis）作用」38）という表現を用いて、知能の相互
作用の性質を具体的に説明している。知能の触媒作用
とは、複数の人が協同的にワークを行う際に、知能が
人と人とを横断的に越えて相互作用し、一人の人の知
能によって他の人の知能が高められる現象のことを指
す。たとえば、ワークの中で、「一人の生徒の優れた数
学的知能が、空間的知能を基礎とする画家の生徒の知
能を刺激し、その作業に幾何学的要素やフラクタル的
要素を付与する」39）のである。つまり、多様な長所や才
能をもつ子どもたちが協同して学習を行うことによっ
て、それぞれの多重知能が触媒作用を引き起こし、そ
の相互作用によって各人の多重知能に起因する潜在能
力が高められるのである。
　子どもの多重知能に関する特質が活用される形で真
正の問題の学習を構成することによって、子どもたち
の多重知能が相互作用を引き起こし、協同的な学習が
促進されることになる。さらに、その協同的な学習の
場では知能の触媒作用が起こり、個々の子どもは自身
のもつ潜在能力以上の力を発揮することができるよう
になり、質の高い問題解決や成果の創造がなされる。
　日本の総合的学習においても「特に、他者と協同し
て課題を解決しようとする学習活動を重視すべきであ
る」とした上で、「協同的に学ぶことにより、探究的な
学習を通して、児童の学習の質を向上させることにつ
ながる」40）と述べられている。加えて、協同的な学習
の価値が「（1）多様な情報の収集、（2）多様な視点から
の検討、（3）相手意識・仲間意識の醸成」41）の3点から
指摘されている。それは、協同的に収集される情報は
多様かつ豊富であること、情報を多様な視点から分析
することで事象に対する考え方が深まり、学習がより
探究的になること、地域の人や友だちと一緒に学習す
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ることで相手意識や仲間意識が生まれ、力を合わせて
取り組むことの大切さや地域社会への参画の意識を実
感させることを根拠としている42）。
　それゆえ、総合的学習においても、子どもの多重知
能に関する特質に基づいて学習を組織した上で、協同
的な学習機会を設けることができれば、学習の質はよ
り向上すると思われる。

Ⅴ　おわりに

　本稿において「多重知能理論に基づいた真正の問題
の学習」を取り上げ、その方法と教育的意義を検討す
ることにより、各教科の枠組みを越えた実社会の文
脈の中で、子どもの多重知能を開発する方法を明らか
にすることができた。また、真正の問題の学習過程の
中に教科カリキュラムの目標や内容を位置づけること
で、実社会における問題解決や成果の創造の方法を学
習すると同時に、各教科の知識・理解・技能を習得す
る方法を具体的に提案することもできた。これらは、
実社会の文脈の中で多重知能を開発するというMI理
論の原則と教科カリキュラムの目標とを満たすことの
できる新しい方法であると考えられる。
　さらに、「探究的な学習」と「協同的な学習」の2点
に焦点を合わせ、MI理論の観点から日本の総合的学
習の理論と実践を充実・発展させる可能性を示すこと
ができた。子どもの多重知能に関する特質に基づいて
総合的学習を構成することによって、個々の子どもの
長所や才能が学習に活用されると同時に、それらが相
互作用を引き起こし、質の高い問題解決や成果の創造
がなされるのである。このことから、総合的学習のあ
り方を検討する際の一つの指標として、MI理論の果
たす役割は大きいといえる。
　今後は、総合的学習の中の具体的な子どもの姿を観
察することによって、一人一人の子どもがどのような
多重知能に関する特質を有しており、それらをどのよ
うに学習の中で活用しているのかを分析したいと考え
ている。そして、その分析結果を基に、子どもの多重
知能を活用した総合的学習の単元構想を提案したいと
考えている。
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